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47円11銭△15円39銭31円72銭

１株当り
純利益

有価証券評価損減少

特別利益(補償金)計上

104△2975税前純利益

4.3％△1.4％2.9％ＲＯＥ

62△2041当期純利益

6547112経常利益
売上拡大による利益増
製造会社の採算改善

671684営業利益

高収益ビジネス増加

製造会社好調49469518
売上総利益

海外販売増加

電子事業の拡大1314,9055,036
売上高

コメント増減02/303/3

（単位：億円）
（億円未満切捨て表示）業績の概況（連結）

エレクトロニクス分野と海外販売の増加、高収益ビジネスの拡大エレクトロニクス分野と海外販売の増加、高収益ビジネスの拡大



セグメント別売上概況
化成品 +51億円 （102％）

■海外販売好調

■顔料･塗料原料･新規ﾋﾞｼﾞﾈｽ好調

■新規連結　ナガセ医薬品増加

合成樹脂　△94億円（9５％）
■ＧＥ社国内商権移管の影響
■自動車関連は伸長
■海外電気機器向け樹脂販売増加

電子　 +160億円（119％）
■液晶・半導体前工程好調
■液晶部材精密研磨等後工程伸長
■通信部材大幅伸長

ﾍﾙｽｹｧ・他　+13億円（110％）
　　■医療機器関連好調

　　■化粧品・健康食品は微減　

　　■新規連結の影響

（億円未満切捨て表示）
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セグメント別売上高および売上総利益
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売上　5,036億円 前期比131億円増加

売上総利益　518億円 前期比49億円増加

（単位：億円）

（単位：億円）



海外売上高

アジア＋102億円（108％）

　　■合成樹脂原料・添加剤関連好調

　　■電気・情報機器向け合成樹脂販売　伸
長

　　■液晶部材など好調

　　■半導体用高機能材料など好調

北米＋2３億円（121％）
■自動車向け金型・設備の増加
■記録材料関連好調

欧州・他＋40億円（142％）

■欧州向け医薬関連・記録材料好調
■自動車関連好調

　 ■欧州向けディスプレイ関連大幅増
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（億円未満切捨て表示）
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１，６６１億円１，６６１億円 前期比前期比111111％％ ＋＋166166億円億円
エレクトロニクス分野・自動車分野の拡大エレクトロニクス分野・自動車分野の拡大

（単位：億円）

2002/3 2003/3



販 管 費

◇増加要因

■貸倒引当の増加 6億円

■輸出増加による販売費増加 １億円

■新規連結 7億円

◇減少要因
■経費削減効果 11億円

（人件費8億円）

（その他3億円）

■内部取引消去増 21億円

434434億円億円 前期比前期比 1818億円減少億円減少
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営業利益概況

■電子事業などの売上増加

■売上利益率10.3％へ上昇

■単体営業利益40億円の改善

■製造子会社の売上増加・採　
算大幅改善

■海外子会社の売上増加によ
　る利益増加

＜セグメント別営業利益＞

2002/3 2003/3

（億円未満切捨て表示）

8484億円億円 前期比前期比 504504％　％　6767億円増加億円増加
事業拡大と損益改善により大幅増を達成事業拡大と損益改善により大幅増を達成

（単位：億円）



経常利益・当期利益

9

47

112

-88

-59

21
11

75

-29

41

-20

-100

-50

0

50

100

150 経常利益

特別利益

特別損失

税前利益

当期利益

2003/32002/3

経常利益　１１２億円　+６５億円
　■営業利益　+６７億円

　■為替差益　▲３億円

　■受取配当　　▲２億円

　■雑損減少　　+４億円

特別利益　２１億円　+１０億円
　■損失補填金　　+１５億円

　■投資有価証券売却益　▲５億円

特別損失　▲５９億円　+２９億円
　■投資有価証券評価損減少　+２７億円

　■特別退職金減少　　+1２億円

　■リース解約損　▲３億円

　■４０１Ｋ導入費用損　▲３億円

当期利益　４１億円　+６２億円

（億円未満切捨て表示）

経常利益１１２億円　前期比　２３８％　６５億円の増加経常利益１１２億円　前期比　２３８％　６５億円の増加
経常利益予想を達成経常利益予想を達成

（単位：億円）



主な貸借対照表の増減

〈資産〉 03/3 02/3 増減 〈負債及び資本〉 03/3 02/3 増減

現 金 及 び 預 金 196 232 △ 36 支 払手 形及 び買 掛金 959 1,055 △ 96

受取手形及び売掛金 1,508 1,512 △３ 短 期 借 入 金 80 67 13

棚 卸 資 産 281 255 26 ｺ ﾏ ｰ ｼ ｬ ﾙ ﾍ ﾟ ｰ ﾊ ﾟ ｰ ― 30 △30

そ の 他 流 動 資 産 41 60 △ 19 そ の 他 流 動 負 債 161 146 15

有 形 固 定 資 産 260 252 8 社 債 70 70 ―

投 資 有 価 証 券 490 630 △139 長 期 借 入 金 15 29 △ 14

そ の 他 固 定 資 産 68 57 11 （有利子負債） (165) (196)

そ の 他 固 定 負 債 110 122 △11

少 数 株 主 持 分 40 37 3

株 主 資 本 1,409 1,441 △ 32

（自己株式） （△59） （△26） （△32）

（株主資本比率） (49.5%) (48.0%)

資産合計 2,848 3,000 △ 152
負債・少数株主持分

資本合計
2,848 3,000 △ 152

①① 投資有価証券の時価評価投資有価証券の時価評価 ②投資有価証券の売却②投資有価証券の売却
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（単位：億円）
（億円未満切捨て表示）



キャッシュ・フローの状況 (単位：億円)

03/3 備考

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

43
税前利益７５億円
減価償却３１億円
その他　債権増加　仕入債務減少

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

9
設備投資３１億円
有価証券売却５０億円

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

△ 76
短期借入金　３２億円減少
自己株式取得　３２億円

現金及び現金同等物
の期末残高

190 前期比２９億円の減少

①① 税前利益・減価償却増加税前利益・減価償却増加 ②借入金減少　③自己株式取得②借入金減少　③自己株式取得

11



売上高 前期比 営業利益 前期比 当期利益 前期比

長 瀬 産 業 418,004 103% 3 ,171 - 1 ,126 -

製造会社 ナ ガ セ ケ ム テ ッ ク ス 20,334 107% 1 ,151 1718% 515 135%

東 拓 工 業 6,743 99% 362 - 1 ,532 -

セ ツ ナ ン 化 成 4,925 121% 40 - 34 -

ナ ガ セ 医 薬 品 (*) 2 ,740 81% 104 56% 43 70%

寿 化 成 工 業 2,412 104% 87 99% 47 95%

販売会社 ナ ガ セ プ ラ ス チ ッ ク ス 販 売 10,432 111% 26 176% 30 331%

報 映 産 業 13,920 92% ▲ 23 - 31 20%

長 瀬 カ ラ ー ケ ミ カ ル 14,218 92% 56 49% 1 5%

ナ ガ セ ケ ミ カ ル 6,119 103% 65 123% 30 144%

海外 ナ ガ セ 香 港 23,986 115% 664 116% 568 105%

ナ ガ セ シ ン ガ ポ ー ル 32,336 109% 425 116% 413 122%

ナ ガ セ タ イ ラ ン ド 16,682 130% 601 182% 453 172%

ナ ガ セ ア メ リ カ 11,530 106% 42 54% 70 85%

カナダモールドテクノロジー 1,191 109% 204 321% 113 374%

主な連結会社の業績
（単位：百万円）

（百万円未満切捨て表示）

①① アジア現地法人好調アジア現地法人好調 ②製造会社損益改善②製造会社損益改善 ③単体業績回復③単体業績回復
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（＊）は新規連結会社



自己株式取得の状況
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業績見通し



2004年3月期 2003年3月期 前期比
（予想） （実績） (%)

売 上 高 5,090 5,036 101%
売 上 総 利 益 529 518 102%

販 売 費 及 び一 般 管 理 費 440 434 101%
営 業 利 益 89 84 106%

営 業 外 損 益 29 28 102%
経 常 利 益 118 112 105%

当 期 純 利 益 60 41 143%

2004年3月期 2003年3月期 前期比 2004年3月期 2003年3月期 前期比

（予想） （実績） (%) （予想） （実績） (%)

化 成 品 2,240 2,236 100% 190 186 102%

合 成 樹 脂 1,680 1,658 101% 168 165 101%

電 子 1,020 997 102% 154 149 103%

ﾍ ﾙ ｽ ｹ ｧ ・ 他 150 144 104% 17 16 100%

合 計 5,090 5,036 101% 529 518 102%

売上高 売上総利益

業績見通し
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（単位：億円）
（億円未満切捨て表示）



中期経営計画「WIT2000」と
　　　　　　　　　新中期経営計画「WIT21」



経営目標経営目標
ＮＮ--ＲＯＥＲＯＥ 　　　７．０％　　　７．０％

売上　　　６，３００億円売上　　　６，３００億円
当期利益　　　８３億円当期利益　　　８３億円

新規ビジネス創造新規ビジネス創造
戦略分野への積極投資戦略分野への積極投資

グループ連結経営の重視グループ連結経営の重視
ＢＢ//Ｓ、ＣＳ、Ｃ//Ｆ重視Ｆ重視

特徴あるビジネスの増加特徴あるビジネスの増加
約２００億円の投資約２００億円の投資

有形固定資産の取得有形固定資産の取得 107107億円億円
投資有価証券の取得投資有価証券の取得 8080億円億円

経営成果経営成果
ＮＮ--ＲＯＥ　　　５．７％ＲＯＥ　　　５．７％

売上　　５，０３６億円売上　　５，０３６億円
当期利益　　４１億円当期利益　　４１億円

W/WisdomW/WisdomW/Wisdom I/IntelligenceI/IntelligenceI/Intelligence T/TechnologyT/TechnologyT/Technology

WIT2000WIT2000目標目標 成　成　 果果

「ＷＩＴ2000」総括（2000年度～2002年度）

外部環境の激変（ＩＴ不況・会計制度変更・商権問題など）外部環境の激変（ＩＴ不況・会計制度変更・商権問題など）
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新中期計画「ＷＩＴ２１」の基本方針

長瀬産業株式会社は、社会の構成員たることを自覚し、誠実に正道を歩む
活動により、社会が求める製品とサービスを提供し、会社の発展を通じて、
社員の福祉の向上と社会への貢献に努める。

　“知恵をビジネスにする技術・情報企業”

ケミカルを基盤として、新たな「機能」と「サービス」をグローバルに提供し、
顧客の課題を解決する高付加価値ビジネスを創造し続ける会社を目指す。
その成果目標として10年後に連結営業利益200億円、売上総利益率15％、

資本コストを上回る収益を目指す。

長期ビジョン

ナガセグループスローガン

経営理念

W/WisdomW/WisdomW/Wisdom I/IntelligenceI/IntelligenceI/Intelligence T/TechnologyT/TechnologyT/Technology
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ビジネス創造と戦略分野への投資

基本戦略基本戦略

顧客指向の徹底により、差別化を図ることを基本方針として、マーケット顧客指向の徹底により、差別化を図ることを基本方針として、マーケット
リーダー事業の育成・強化、ナガセグループの機能と独自性を生かしたリーダー事業の育成・強化、ナガセグループの機能と独自性を生かした
ビジネスの創造により収益の向上を図るビジネスの創造により収益の向上を図る

　　「技術」・「情報」・「知恵」を駆使し、チャレンジを継続「技術」・「情報」・「知恵」を駆使し、チャレンジを継続

電気・電子産業などエレクトロニクス分野電気・電子産業などエレクトロニクス分野

重点戦略分野重点戦略分野

自動車関連分野自動車関連分野

医薬・医療産業などライフサイエンス分野医薬・医療産業などライフサイエンス分野 海外事業分野海外事業分野

戦略分野を中心に３ヶ年で２００億円程度の投資を検討戦略分野を中心に３ヶ年で２００億円程度の投資を検討

W/WisdomW/WisdomW/Wisdom I/IntelligenceI/IntelligenceI/Intelligence T/TechnologyT/TechnologyT/Technology
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ＷＩＴ２１経営目標

20

経営目標（連結ベース）経営目標（連結ベース）

８４１１０営業利益

５，０３６
（海外１，６６１）

５，５００
（海外２，２００）

売上高

２００３年３月期２００６年３月期

(単位：億円)

W/WisdomW/WisdomW/Wisdom I/IntelligenceI/IntelligenceI/Intelligence T/TechnologyT/TechnologyT/Technology

新中期計画「新中期計画「WIT21WIT21」」策定の方針策定の方針
①　経営理念を再度確認し、事業構造転換と収益向上を図る①　経営理念を再度確認し、事業構造転換と収益向上を図る

　　 ②　顧客指向の徹底と新規ビジネス創造の基本方針は不変②　顧客指向の徹底と新規ビジネス創造の基本方針は不変
　　 ③　ＮｰＲＯＥに代わり、営業利益を経営指標とする③　ＮｰＲＯＥに代わり、営業利益を経営指標とする



 

グレーターチャイナ圏での販売推移

２００１年３月期　７５６億円

２００２年３月期　６７４億円

２００３年３月期　７２３億円

グループ関係会社１１社

《販売強化方針》《販売強化方針》

　大連・天津地区の強化
　中国現地企業の部品・製品販売

《製造拠点強化方針》《製造拠点強化方針》

　中堅企業との事業提携・ＪＶ設立

　などによる加工事業強化

大連地区大連地区

　　電気産業を中心とした展開

天津地区天津地区

　　自動車を中心とした展開

上海地区上海地区

　 非日系企業への販売強化策

　 長瀬精細化工・長瀬精密塑料など
　 製造会社を中心とした事業強化　

事業別売上推移（単位　億円）
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T/TechnologyT/TechnologyT/Technology

ビジネス創造とイニシアチブの確保

当社の歴史と伝統、ノウハウの蓄積

顧客と取引先（約6,000社）からの信頼

当社の技術、情報、知恵の融合

社内協業とパートナーシップ

ニュービジネスを創造する力

⇒当社がイニシアチブを発揮
⇒差別化を図る ２１世紀に

おける当社
発展と利益
成長の源泉

W/WisdomW/WisdomW/Wisdom I/IntelligenceI/IntelligenceI/Intelligence
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コーポレートガバナンスの強化

株主・投資家への情報開示株主・投資家への情報開示

監査機能の強化、経営のモニタリング監査機能の強化、経営のモニタリング

投資案件に対するリスクマネジメントの徹底投資案件に対するリスクマネジメントの徹底

執行役員制度の定着執行役員制度の定着

常に長期的・客観的な視点から経営を考える常に長期的・客観的な視点から経営を考える

W/WisdomW/WisdomW/Wisdom I/IntelligenceI/IntelligenceI/Intelligence T/TechnologyT/TechnologyT/Technology
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電子第一事業部
図子執行役員

事業部トピックス

当社の電子事業について



電子事業の歴史と今後の方向性

国内外の有力企業との友国内外の有力企業との友

好な関係を構築・維持し、好な関係を構築・維持し、
商社機能を発揮する商社機能を発揮する

具体的な対応具体的な対応

代理店ビジネス代理店ビジネス
創生→拡大期創生→拡大期

・コダック社（米国）・コダック社（米国）

　→　フォトレジスト　→　フォトレジスト

・チバガイギー社（スイス）・チバガイギー社（スイス）

　　→　変性エポキシ樹脂　　→　変性エポキシ樹脂

基本的な戦略基本的な戦略

製造ビジネスへ製造ビジネスへ
の参入→挑戦期の参入→挑戦期

ケミカルをベースとしたケミカルをベースとした
機能融合と新規ビジネ機能融合と新規ビジネ
スの創造スの創造

→新しいステータスの→新しいステータスの
確立期確立期

独自で蓄積した技術とノ独自で蓄積した技術とノ
ウハウを基に、製造機能ウハウを基に、製造機能

の強化を図るの強化を図る

・ケミカルで培った電子関連技術の応用・ケミカルで培った電子関連技術の応用

・大手メーカーとの競合を避け、顧客ニー　ズ・大手メーカーとの競合を避け、顧客ニー　ズ
に応えていくため、ニッチ分野に特化に応えていくため、ニッチ分野に特化

・電子事業を重点戦略分野と位置付けると　と・電子事業を重点戦略分野と位置付けると　と
もに、積極的な投資を行ない、製造機　能のもに、積極的な投資を行ない、製造機　能の
強化を推進強化を推進

製造機能と商社機能とを製造機能と商社機能とを

融合し、技術・情報・知融合し、技術・情報・知
恵を駆使した新しいタイ恵を駆使した新しいタイ

プの企業ステータスを確プの企業ステータスを確
立立

・顧客満足度の最大化を図るため、当社・顧客満足度の最大化を図るため、当社

　が持つ製造機能と商社機能を融合し、　が持つ製造機能と商社機能を融合し、

　ベスト・ソリューションを提供してい　く　ベスト・ソリューションを提供してい　く

・ニッチ分野での競争力を維持し、市況・ニッチ分野での競争力を維持し、市況

　変動に左右されにくい高収益体質へ　変動に左右されにくい高収益体質へ
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電子事業の成長性と収益性

＜収益性＞＜収益性＞

＜成長性＞＜成長性＞

2003年３月期

997億円

５年前

1,155億円

３年後

1,500億円

売上高規模売上高規模

売上総利益率売上総利益率売上・売上総利益推移売上・売上総利益推移
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電子事業の主要な製品

半導体・液晶製造用ケミカルマネジメントシステム、半導体・液晶製造用ケミカルマネジメントシステム、
半導体・液晶製造用化学薬品、半導体パッケージ材料、半導体・液晶製造用化学薬品、半導体パッケージ材料、
絶縁材料、フッ素樹脂関連製品、絶縁材料、フッ素樹脂関連製品、
エポキシ樹脂関連製品、無電解メッキシステムエポキシ樹脂関連製品、無電解メッキシステム

電子第一事業部　売上４電子第一事業部　売上４2020億円億円

ケミカルから派生した技術を活用ケミカルから派生した技術を活用

写真など

電子第二事業部　売上電子第二事業部　売上580580億円億円

表示デバイス、ＬＣＤ・有機ＥＬ用材料、精密研磨材料、表示デバイス、ＬＣＤ・有機ＥＬ用材料、精密研磨材料、

無線通信モジュール及びサブシステム、無線通信モジュール及びサブシステム、
表面欠陥検査装置表面欠陥検査装置

電子デバイスの独自技術を活用電子デバイスの独自技術を活用
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ニッチ分野への特化の考え方（例）

液晶パネルの製造工程の例液晶パネルの製造工程の例

アレイ形成工程アレイ形成工程

洗
浄
洗
浄

セル組立工程セル組立工程

汎用品は避け、利益率の高いデバイスに特化汎用品は避け、利益率の高いデバイスに特化

汎用品は、大手メーカーに材料だけ供給するなどの対応（商社機能）
顧客との距離が近い利点を活かし、研究開発や新製品作成の現場に
おいて、顧客が求めるもの、顧客が満足するものにいち早く対応する

洗
浄
洗
浄

塗
布
塗
布

露
光
露
光

塗
布
塗
布

現
像
現
像

剥
離
剥
離

ス
ペ
ー
サ

ス
ペ
ー
サ

検
査
検
査

貼
付
貼
付

注
入
注
入

組
立
組
立

シ
ー
ル

シ
ー
ル

全工程に一様に対応するのではなく、当社の得意分野で高収益が期待される工程に特化

ニッチ分野でのトピックニッチ分野でのトピック 半導体封止材半導体封止材 ＰＨＳ基地局ＰＨＳ基地局

表示デバイス表示デバイス 次世代フォトレジストの開発次世代フォトレジストの開発
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当社の電子関連事業の強み

製造メーカーとしての強み製造メーカーとしての強み

顧客基盤と信頼関係顧客基盤と信頼関係

選択と集中（絞込み）選択と集中（絞込み） 技術開発力技術開発力

情報分析力情報分析力 パートナーシップパートナーシップ

ニッチ分野への特化ニッチ分野への特化

大手メーカーとの競合を避け、数億～十数億円程度の投資額大手メーカーとの競合を避け、数億～十数億円程度の投資額

で製造事業への参入が可能なニッチ分野に特化し、参入したで製造事業への参入が可能なニッチ分野に特化し、参入した
各分野において高シェアの確保を目指し、高収益を維持する各分野において高シェアの確保を目指し、高収益を維持する

商社が持つ事業部としての強み商社が持つ事業部としての強み

商社ビジネスにおいて培った顧客との信頼関係、情報収集と商社ビジネスにおいて培った顧客との信頼関係、情報収集と

分析能力を活かし、顧客が求める課題に対して、自社・他社の分析能力を活かし、顧客が求める課題に対して、自社・他社の
製品を組合わせ、ベストソリューションを提供することが可能製品を組合わせ、ベストソリューションを提供することが可能
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製造子会社への積極的な投資

ナガセケムテックスナガセケムテックス シンガポール工場シンガポール工場

その他の主な製造関連子会社その他の主な製造関連子会社

資　本　金　：　２４億２，０００万円資　本　金　：　２４億２，０００万円
売　上　高　：　２０３億円売　上　高　：　２０３億円（（20022002年度実績）年度実績）

取締役社長：　長瀬玲二取締役社長：　長瀬玲二

ナガセケムテックスナガセケムテックス シンガポール工場シンガポール工場

・フルオレン・ポリシラン変性品・フルオレン・ポリシラン変性品
・次世代ＡｒＦ・次世代ＡｒＦ フォトレジストフォトレジスト

・次世代剥離剤・次世代剥離剤

・光学材料・光学材料

長瀬精細化工長瀬精細化工((無錫無錫))

国内国内

海外海外

ＮＣＸにおける重点的な技術開発ＮＣＸにおける重点的な技術開発

ナガセシィエムエステクノロジーナガセシィエムエステクノロジー ギガテックギガテック

アルファバンピングテクノロジーアルファバンピングテクノロジー

ナガセケムテックスナガセケムテックス 台湾工場台湾工場

ナガセケムテックスの会社概要ナガセケムテックスの会社概要

30



生産・販売拠点のグローバル展開

ﾅｶﾞｾ電子機器ｻｰﾋﾞｽﾅｶﾞｾ電子機器ｻｰﾋﾞｽ

ｱﾙﾌｧﾊﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞﾃｸﾉﾛｼﾞｰｱﾙﾌｧﾊﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞﾃｸﾉﾛｼﾞｰ

ｸﾗｽﾀｰﾃｸﾉﾛｼﾞｰｸﾗｽﾀｰﾃｸﾉﾛｼﾞｰ

ｵﾝﾌｧｲﾝｵﾝﾌｧｲﾝ

ﾅｶﾞｾｹﾑﾃｯｸｽﾅｶﾞｾｹﾑﾃｯｸｽ

ＮＥＳＣＯＮＥＳＣＯ

錦湖石化錦湖石化

長瀬精細化工長瀬精細化工((無錫無錫))

ＮＣＸ台湾ＮＣＸ台湾

ＮＣＭ台湾ＮＣＭ台湾

ＮＣＸｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙＮＣＸｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

ｷﾞｶﾞﾃｯｸｷﾞｶﾞﾃｯｸ

ﾅｶﾞｾｼｨｴﾑｴｽﾃｸﾉﾛｼﾞｰﾅｶﾞｾｼｨｴﾑｴｽﾃｸﾉﾛｼﾞｰ

グローバル商社としてのネットワークをフルに活用できる強グローバル商社としてのネットワークをフルに活用できる強
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今後の事業展開

海外を中心とした拡販戦略海外を中心とした拡販戦略
当社の商社機能とネットワーク当社の商社機能とネットワーク
を活用し、海外売上高を増やしていくを活用し、海外売上高を増やしていく

ニッチ分野への特化を継続ニッチ分野への特化を継続 事業の選択と集中を強化し、事業の選択と集中を強化し、
ニッチ分野での価格支配力を強めるニッチ分野での価格支配力を強める

最良のパートナー選択最良のパートナー選択 相互に補完し、機能やサービスを相互に補完し、機能やサービスを
高めあうためのパートナーシップ高めあうためのパートナーシップ

製造機能と商社機能の融合製造機能と商社機能の融合
顧客へのベストソリューションの提供、顧客へのベストソリューションの提供、
新しい企業ステータスの確立新しい企業ステータスの確立

基本戦略基本戦略

事業展開事業展開
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長瀬産業株式会社

知恵をビジネスにする技術・情報企業

当プレゼンテーション資料には、2003年５月26日時点の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予
測が含まれています。世界経済・競合状況・為替変動等に関わるリスクや不確定要因により実際の
業績が記載の予測と異なる可能性があります。


